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(57)【要約】
【課題】略鉛直方向に延びる経路部分を含む経路部材に
沿って自走式移動装置を移動させる場合に必要となる駆
動トルクや制動力を減らすことを課題とする。
【解決手段】略鉛直方向に延びる経路部分を含む細長い
経路部材１００の周面に当接する駆動回転体１１Ａ，１
１Ｂの回転駆動力により該経路部材に沿って移動する自
走式移動装置１において、前記経路部材の長手方向を含
む仮想面に対して前記駆動回転体の回転軸を投影したと
きの投影回転軸の軸方向が該経路部材の長手方向に対し
て傾斜状態であることを特徴とする。
【選択図】図４



(2) JP 2016-160049 A 2016.9.5

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　略鉛直方向に延びる経路部分を含む細長い経路部材の周面に当接する駆動回転体の回転
駆動力により該経路部材に沿って移動する自走式移動装置において、
　前記経路部材の長手方向を含む仮想面に対して前記駆動回転体の回転軸を投影したとき
の投影回転軸の軸方向が該経路部材の長手方向に対して傾斜状態であることを特徴とする
自走式移動装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の自走式移動装置において、
　前記投影回転軸の軸方向と前記経路部材の長手方向との角度が変化するように前記駆動
回転体の回転軸の姿勢を変更する回転軸姿勢変更手段と、
　前記回転軸姿勢変更手段を制御する回転軸姿勢制御手段とを有することを特徴とする自
走式移動装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の自走式移動装置において、
　前記回転軸姿勢制御手段は、前記経路部材の長手方向へ上方に向けて移動する当該自走
式移動装置の移動速度を増速させる所定の増速期間には、前記角度が９０°に近づく方向
へ変化するように、前記回転軸姿勢変更手段を制御することを特徴とする自走式移動装置
。
【請求項４】
　請求項３に記載の自走式移動装置において、
　前記所定の増速期間は、当該自走式移動装置が停止状態から上方に向かって移動を開始
するときの始動期間であることを特徴とする自走式移動装置。
【請求項５】
　請求項２乃至４のいずれか１項に記載の自走式移動装置において、
　前記回転軸姿勢制御手段は、前記経路部材の長手方向へ下方に向けて移動する当該自走
式移動装置の移動速度を減速させる所定の減速期間には、前記角度が９０°から離れる方
向へ変化するように、前記回転軸姿勢変更手段を制御することを特徴とする自走式移動装
置。
【請求項６】
　請求項２乃至５のいずれか１項に記載の自走式移動装置において、
　前記回転軸姿勢制御手段は、前記経路部材の長手方向へ移動する当該自走式移動装置の
移動速度がゼロであるとき、前記角度が、移動中に取り得る角度の中で最も０°に近い角
度と同じ角度か又はより０°に近い角度となるように、前記回転軸姿勢変更手段を制御す
ることを特徴とする自走式移動装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか１項に記載の自走式移動装置において、
　前記駆動回転体との間で前記経路部材を挟持する他の回転体を有し、
　前記他の回転体の回転軸を前記仮想面に対して投影したときの投影回転軸と、前記駆動
回転体の回転軸を該仮想面に対して投影したときの投影回転軸との関係が、前記経路部材
に対して線対称の関係であることを特徴とする自走式移動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ワイヤ、ロープ、棒状部材などの細長い経路部材に沿って移動する自走式移
動装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　自走式の移動装置としては、例えば、特許文献１に開示されている昇降装置などが挙げ
られる。自走式移動装置は、例えば、人や物を収容する籠体を鉛直方向に沿って又は鉛直
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方向に対して傾斜した方向に沿って移動させるエレベータ（昇降装置）、ロープウェイ、
ケーブルカー、ゴンドラリフトなどに利用される。
【０００３】
　一般に、エレベータ等の移動装置としては、籠体には移動用の駆動装置を設けず、籠体
を支持するロープやワイヤー等の経路部材を駆動させることで籠体を移動させるトラクシ
ョン式のものも広く利用されている。トラクション式の移動装置は、経路部材を駆動させ
る関係で、例えば移動距離が長いケース（例えば、地球上から静止軌道以上まで延びる経
路部材に沿って移動する宇宙エレベータあるいは軌道エレベータとして使用するケース）
においては、採用が困難である。これに対し、経路部材に沿って籠体を走行させる自走式
の移動装置は、籠体に設けられる移動用の駆動装置によって籠体が経路部材に沿って走行
するので、経路部材を駆動させる必要がない。そのため、上述したトラクション式の移動
装置が不得手とする昇降距離の長いケースでも、採用が比較的容易である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－２１９２６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　略鉛直方向へ延びる経路部分を含む経路部材に沿って自走式移動装置を移動させる場合
、当該経路部分では、自走式移動装置の自重に抗して当該自走式移動装置を移動させたり
制動したりする必要がある。そのため、例えば自走式移動装置を上昇させる際には、自走
式移動装置の全自重に抗して自走式移動装置を上昇させるのに十分な駆動トルクが必要に
なる。特に、自走式移動装置を停止状態から上方へ増速させる始動の際には、自走式移動
装置の慣性が大きいため、通常は、最も大きな駆動トルクが必要になる。このとき、この
大きな慣性に加えて自走式移動装置の全自重が加わることになるので、始動時に必要な駆
動トルクは非常に大きい。このような大きな駆動トルクを得るためには、重量や寸法が大
きい駆動装置が必要になることから、自走式移動装置の軽量化、小型化を図るためには、
必要となる駆動トルクを低減することが有効である。
【０００６】
　また、例えば下降中の自走式移動装置を制動する際には、自走式移動装置の慣性と全自
重に抗して自走式移動装置を減速させるのに十分な制動力が必要になる。一般に、大きな
制動力を得るためには、重量や寸法が大きい制動装置が必要になるため、自走式移動装置
の軽量化、小型化を図るためには、必要となる制動力を低減することも有効である。
【０００７】
　本発明は、以上の背景に鑑みなされたものであり、その目的とするところは、略鉛直方
向に延びる経路部分を含む経路部材に沿って移動させる場合に必要となる駆動トルクや制
動力を減らすことが可能な自走式移動装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成するために、請求項１の発明は、略鉛直方向に延びる経路部分を含む細
長い経路部材の周面に当接する駆動回転体の回転駆動力により該経路部材に沿って移動す
る自走式移動装置において、前記経路部材の長手方向を含む仮想面に対して前記駆動回転
体の回転軸を投影したときの投影回転軸の軸方向が該経路部材の長手方向に対して傾斜状
態であることを特徴とするものである。
　従来の自走式移動装置は、通常、駆動回転体の回転軸が経路部材の長手方向に対して直
交する方向に延びている。この場合、略鉛直方向に延びる経路部分を移動するとき、駆動
回転体と経路部材との当接箇所において駆動回転体の周方向（駆動回転体を回転させる方
向）と重力方向とが一致するため、自走式移動装置の全自重がそのまま駆動回転体の周方
向に作用することになる。そのため、例えば自走式移動装置を上昇させる際には、自走式
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移動装置の全自重に抗して自走式移動装置を上昇させることが可能な大きな駆動トルクが
必要になる。また、例えば下降中の自走式移動装置を制動する際には、自走式移動装置の
慣性と全自重に抗して自走式移動装置を減速させることができる大きな制動力が必要にな
る。
　これに対し、本発明では、経路部材の長手方向を含む仮想面に対して駆動回転体の回転
軸を投影したときの投影回転軸の軸方向が経路部材の長手方向に対して傾斜状態であるた
め、自走式移動装置の移動時には、経路部材の周囲を回転しながら経路部材の長手方向へ
移動する。この場合、略鉛直方向に延びる経路部分を移動するとき、駆動回転体と経路部
材との当接箇所において駆動回転体の周方向と重力方向とが一致しないので、駆動回転体
の周方向には自走式移動装置の自重の一部しか作用しない。したがって、例えば自走式移
動装置を上昇させる際には、自走式移動装置の自重分の負荷トルクが減るので、必要な駆
動トルクを減らすことができる。また、例えば下降中の自走式移動装置を制動する際には
、自走式移動装置の自重によって駆動回転体の回転を加速させようとする力が減るので、
必要な制動力を減らすことができる。
【０００９】
　また、請求項２の発明は、請求項１に記載の自走式移動装置において、前記投影回転軸
の軸方向と前記経路部材の長手方向との角度が変化するように前記駆動回転体の回転軸の
姿勢を変更する回転軸姿勢変更手段と、前記回転軸姿勢変更手段を制御する回転軸姿勢制
御手段とを有することを特徴とするものである。
　これによれば、前記投影回転軸の軸方向と前記経路部材の長手方向との角度を変更して
、駆動回転体と経路部材との当接箇所において駆動回転体の周方向（駆動回転体を回転さ
せる方向）と重力方向とのなす角度を変更することができる。したがって、自走式移動装
置の自重分の負荷トルクや、自走式移動装置の自重により駆動回転体の回転を加速させよ
うとする力を適宜変更することが可能になる。これによれば、例えば、上昇中の負荷トル
ク全体（自重、慣性、移動抵抗（空気抵抗等）等により生じる負荷トルク）の大きさ、あ
るいは、下降中における駆動回転体の制動を妨げる力全体（自重、慣性等により生じる力
）の大きさを、一定範囲内に抑えるといった制御が可能となる。具体的には、例えば停止
状態から自走式移動装置を上昇させる始動の際や、下降中の自走式移動装置を急減速させ
る際のように、自走式移動装置に大きな慣性が働く状況では、前記投影回転軸の軸方向と
経路部材の長手方向との角度が０°に近づくように駆動回転体の回転軸の姿勢を変更する
ことで、自重分の負荷トルクや加速させようとする力を減少させることができる。
　また、前記投影回転軸の軸方向と前記経路部材の長手方向との角度を変更することで、
自走式移動装置が経路部材の長手方向へ移動する移動速度（以下、単に「移動速度」とい
う。）が変わる。したがって、例えば、駆動回転体の回転速度を変更することなく、ある
いは、制動装置を使用することなく、自走式移動装置の移動速度をコントロールすること
も可能になる。
【００１０】
　また、請求項３の発明は、請求項２に記載の自走式移動装置において、前記回転軸姿勢
制御手段は、前記経路部材の長手方向へ上方に向けて移動する当該自走式移動装置の移動
速度を増速させる所定の増速期間には、前記角度が９０°に近づく方向へ変化するように
、前記回転軸姿勢変更手段を制御することを特徴とするものである。
　前記投影回転軸の軸方向と経路部材の長手方向との角度が９０°に近いほど、上昇時に
おける自重分の負荷トルクが増加する一方、自走式移動装置の移動速度（上昇速度）が速
くなる。本発明によれば、駆動回転体の回転速度を上げることなく、自走式移動装置の移
動速度（上昇速度）を増速させることができる。なお、本発明は、駆動回転体の回転速度
を上げて自走式移動装置の移動速度（上昇速度）を増速させる制御を併用することを排除
するものではない。
【００１１】
　また、請求項４の発明は、請求項３に記載の自走式移動装置において、前記所定の増速
期間は、当該自走式移動装置が停止状態から上方に向かって移動を開始するときの始動期
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間であることを特徴とするものである。
　自走式移動装置が停止状態から上方に向かって移動を開始するときの始動期間は、通常
、駆動回転体に働く負荷トルク全体の大きさが最も大きくなる。よって、この始動期間に
、前記投影回転軸の軸方向と経路部材の長手方向との角度を、０°に近い状態から９０°
に近づく方向へ変化させる制御を実施すれば、駆動回転体に必要な最大駆動トルクを減ら
しつつ、増速させることが可能となる。これにより、より重量や寸法が小さい駆動装置を
使用することが可能となるので、自走式移動装置の軽量化、小型化を図ることができる。
【００１２】
　また、請求項５の発明は、請求項２乃至４のいずれか１項に記載の自走式移動装置にお
いて、前記回転軸姿勢制御手段は、前記経路部材の長手方向へ下方に向けて移動する当該
自走式移動装置の移動速度を減速させる所定の減速期間には、前記角度が９０°から離れ
る方向へ変化するように、前記回転軸姿勢変更手段を制御することを特徴とするものであ
る。
　前記投影回転軸の軸方向と経路部材の長手方向との角度が９０°から離れるほど（０°
に近づくほど）、自重により自走式移動装置を加速させようとする力が減少する一方、自
走式移動装置の移動速度が遅くなる。本発明によれば、駆動回転体の回転速度を下げるこ
となく、あるいは、制動装置を使用することなく、若しくは、より小さな制動力で、下方
に向かって移動する自走式移動装置を減速させることができる。なお、本発明は、駆動回
転体の回転速度を下げたり制動装置を使用したりする制御を併用することを排除するもの
ではない。
【００１３】
　また、請求項６の発明は、請求項２乃至５のいずれか１項に記載の自走式移動装置にお
いて、前記回転軸姿勢制御手段は、前記経路部材の長手方向へ移動する当該自走式移動装
置の移動速度がゼロであるとき、前記角度が、移動中に取り得る角度の中で最も０°に近
い角度と同じ角度か又はより０°に近い角度となるように、前記回転軸姿勢変更手段を制
御することを特徴とするものである。
　前記投影回転軸の軸方向と経路部材の長手方向との角度が０°から離れているほど（９
０°に近づいているほど）、自重により自走式移動装置を下方へ移動させようとする力が
大きくなる。この力は、自走式移動装置の移動速度がゼロであるときでも作用するので、
当該角度が０°から離れているほど、自走式移動装置の移動速度をゼロに維持するために
必要な力が大きくなる。本発明によれば、自走式移動装置の移動速度がゼロであるときに
は、移動中に取り得る角度の中で最も０°に近い角度と同じ角度か又はより０°に近い角
度となるため、自走式移動装置の移動速度をゼロに維持するために必要な力を小さく抑え
ることができる。特に、駆動回転体を停止させ、かつ、当該角度を０°にすれば、ごく僅
かなエネルギーで（理想的にはエネルギーを消費することなく）、自走式移動装置の移動
速度をゼロに維持できる。また、当該角度を０°にすれば、駆動回転体の回転を停止させ
なくても、自走式移動装置の移動速度をゼロに維持でき、駆動回転体の回転駆動制御を簡
素化できるというメリットもある。
【００１４】
　また、請求項７の発明は、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の自走式移動装置にお
いて、前記駆動回転体との間で前記経路部材を挟持する他の回転体を有し、前記他の回転
体の回転軸を前記仮想面に対して投影したときの投影回転軸と、前記駆動回転体の回転軸
を該仮想面に対して投影したときの投影回転軸との関係が、前記経路部材に対して線対称
の関係であることを特徴とするものである。
　駆動回転体と非回転体との間に経路部材を挟持する構成では、駆動回転体の回転駆動時
に非回転体が経路部材の周面に沿って摺動することになるため、経路部材が摩耗により劣
化しやすい。本発明によれば、駆動回転体の回転駆動時には、経路部材を挟持する駆動回
転体と他の回転体とが共に回転して経路部材の周面上を転がり移動するため、経路部材の
摩耗を抑制することができる。
【発明の効果】
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【００１５】
　本発明によれば、略鉛直方向に延びる経路部分を含む経路部材に沿って移動させる場合
に必要となる駆動トルクや制動力を減らすことが可能な自走式移動装置を提供できるとい
う優れた効果が奏される。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施形態に係る昇降装置の駆動装置を模式的に示した正面図である。
【図２】同昇降装置を模式的に示した側面図である。
【図３】同昇降装置の内部構造を模式的に示した正面図である。
【図４】駆動ローラの投影回転軸の軸方向がワイヤーロープ長手方向に対して傾斜状態で
あるときの同昇降装置の内部構造を模式的に示した正面図である。
【図５】同駆動装置の移動制御に関わるブロック図である。
【図６】同駆動装置を停止状態から上昇を開始させる始動期間における移動制御例１を示
すフローチャートである。
【図７】下降中の同駆動装置を停止させる停止期間における移動制御例２を示すフローチ
ャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明に係る自走式移動装置を、経路部材であるワイヤーロープ上を移動する昇
降装置の駆動装置に適用した一実施形態について説明する。
　図１は、本実施形態に係る昇降装置の駆動装置１を模式的に示した正面図である。
　図２は、本駆動装置を模式的に示した側面図である。
　図３は、本駆動装置の内部構造を模式的に示した正面図である。
【００１８】
　本駆動装置１は、所定の昇降経路に沿って配置される経路部材として、断面が略円形状
の部材であるワイヤーロープ１００を用い、このワイヤーロープ１００に沿って移動して
上昇及び下降が可能なものである。本実施形態においては、ワイヤーロープ１００が鉛直
方向に沿って配置された例であるが、その経路中に、鉛直方向に対して斜め方向に配置さ
れる部分や水平方向に配置される部分があってもよい。
【００１９】
　本駆動装置１は、昇降距離が長いケースを想定したものであり、そのため、ワイヤーロ
ープ１００は強いテンションで張られている。このようなケースとしては、昇降装置を用
いて高層ビルやタワーなどの清掃、検査等を行うケースや、地上から成層圏まで延びる昇
降経路を昇降する成層圏エレベーターや地球上から静止軌道以上まで延びる昇降経路を昇
降する宇宙エレベータあるいは軌道エレベータとして昇降装置を使用するケースなど、様
々なケースが挙げられる。移動装置１が搭載される昇降装置には、その用途に応じて、昇
降装置本体上に、清掃部材、撮像装置、籠体（ゲージ）などの各種部品が取り付けられる
が、それらの部品についての説明は省略する。
【００２０】
　本駆動装置１は、前面フレーム２Ａと背面フレーム２Ｂとの間に、ワイヤーロープ１０
０を挟持する駆動回転体としての２つの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂをそれぞれ備えた２つ
の駆動部１０Ａ，１０Ｂが配置されている。２つの駆動部１０Ａ，１０Ｂは、ワイヤーロ
ープ１００を挟んで互いに反対側に位置するように配置されており、その構成及び動作は
ほぼ同様である。
【００２１】
　２つの駆動部１０Ａ，１０Ｂの構成及び動作について、駆動部１０Ｂを例に挙げて説明
すると、駆動部１０Ｂは、連結フレーム１２－３Ｂで互いに連結された２つの駆動部フレ
ーム１２－１Ｂ，１２－２Ｂによって、駆動ローラ１１Ｂのローラ軸の各端部をそれぞれ
支持している。第１駆動部フレーム１２－１Ｂで支持されている駆動ローラ１１Ｂのロー
ラ軸端部には、被駆動ギヤ１３Ｂが取り付けられている。被駆動ギヤ１３Ｂと、駆動源で
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あるローラ駆動用モータ１６Ｂのモータ軸に取り付けられた駆動ギヤ１４Ｂとの間には、
動力伝達ベルト１５Ｂが張架されている。ローラ駆動用モータ１６Ｂは、第１駆動部フレ
ーム１２－１Ｂ上に取り付けられている。
【００２２】
　ローラ駆動用モータ１６Ｂが回転駆動すると、駆動ギヤ１４Ｂが回転駆動して、その回
転駆動力が動力伝達ベルト１５Ｂを介して被駆動ギヤ１３Ｂに伝達され、被駆動ギヤ１３
Ｂが回転し、被駆動ギヤ１３Ｂの回転に連動して駆動ローラ１１Ｂが回転する。２つの駆
動部１０Ａ，１０Ｂにおける２つのローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂは互いに同期され
ているため、ワイヤーロープ１００を挟持する２つの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂは同期回
転する。これにより、２つの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂがワイヤーロープ１００の周面上
を転がり移動し、駆動装置１をワイヤーロープ１００に沿って移動させることができる。
【００２３】
　本実施形態においては、２つの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂのほか、前面フレーム２Ａ及
び背面フレーム２Ｂに支持された従動ローラ対１７Ａ，１７Ｂ，１７Ｃによって、ワイヤ
ーロープ１００が挟持されている。第１及び第２の従動ローラ対１７Ａ，１７Ｂの挟持方
向と第３の従動ローラ対１７Ｃの挟持方向とは互いに直交する方向となっており、駆動ロ
ーラ１１Ａ，１１Ｂ等がワイヤーロープ１００から脱輪することを抑制する構成となって
いる。
【００２４】
　２つの駆動部１０Ａ，１０Ｂは、連結フレーム１２－３Ａ，１２－３Ｂに取り付けられ
た加圧回動部２０Ａ，２０Ｂを介して、前面フレーム２Ａ及び背面フレーム２Ｂに支持さ
れている。２つの加圧回動部２０Ａ，２０Ｂの構成及び動作も、ほぼ同様である。
【００２５】
　２つの加圧回動部２０Ａ，２０Ｂの構成及び動作について、加圧回動部２０Ｂを例に挙
げて説明すると、加圧回動部２０Ｂは、コの字状のモータハウジング２２Ｂ内に、回転軸
姿勢変更手段としてのローラ姿勢変更用モータ２１Ｂが設置されている。ローラ姿勢変更
用モータ２１Ｂのモータ軸は、モータハウジング２２Ｂの外部に延伸するように設置され
ており、そのモータ軸端部が連結フレーム１２－３Ｂに取り付けられている。
【００２６】
　また、モータハウジング２２Ｂと連結フレーム１２－３Ｂとの間には、モータハウジン
グ２２Ｂに対して連結フレーム１２－３Ｂをローラ姿勢変更用モータ２１Ｂのモータ軸回
りで回転自在に軸受けする軸受部２５Ｂが配置されている。一方、軸受部２５Ｂが配置さ
れている側とは反対側のモータハウジング２２Ｂには、圧縮スプリング２４Ｂの一端が取
り付けられている。この圧縮スプリング２４Ｂは、前面フレーム２Ａ及び背面フレーム２
Ｂに支持されたスライド板２３Ｂに対して、モータハウジング２２Ｂをワイヤーロープ１
００に近づく方向へ付勢する。よって、圧縮スプリング２４Ｂの付勢力は、モータハウジ
ング２２Ｂ及び軸受部２５Ｂを介して、駆動部１０Ｂのフレーム１２－１Ｂ，１２－２Ｂ
，１２－３Ｂをワイヤーロープ１００に近づく方向へ付勢する。圧縮スプリング２４Ｂに
よる付勢力は、調整ネジ２６Ｂにより、前面フレーム２Ａ及び背面フレーム２Ｂに対する
スライド板２３Ｂの支持位置を変更することにより、適宜調整することができる。
【００２７】
　このような構成により、２つの加圧回動部２０Ａ，２０Ｂは、それぞれの圧縮スプリン
グ２４Ａ，２４Ｂの付勢力により、それぞれの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂをワイヤーロー
プ１００に近づく方向へ付勢する。これにより、２つの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂでワイ
ヤーロープ１００を挟持し、２つの駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂを回転駆動させたときにワ
イヤーロープ１００の周面をスリップすることなく転がり移動できるような摩擦力が得ら
れる。
【００２８】
　また、加圧回動部２０Ｂのローラ姿勢変更用モータ２１Ｂが回転駆動すると、そのモー
タ軸端部に固定されている連結フレーム１２－３Ｂが、そのモータ軸回りに回転する。こ
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れにより、ワイヤーロープ１００の長手方向を含む仮想面としての鉛直面（図２の紙面に
平行な面）に対して駆動ローラ１１Ｂの回転軸を投影したときの投影回転軸の軸方向がワ
イヤーロープ１００の長手方向に対して傾斜状態になるように、駆動ローラ１１Ｂの姿勢
を変更することができる。
【００２９】
　図４は、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの投影回転軸の軸方向がワイヤーロープ１００の長
手方向に対して傾斜状態であるときの本駆動装置１の内部構造を模式的に示した正面図で
ある。
　図３に示した駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢は、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの投影回
転軸の軸方向とワイヤーロープ１００の長手方向とが直交した姿勢（以下「直交姿勢」と
いう。）となっている。この直交姿勢から、加圧回動部２０Ａ，２０Ｂのローラ姿勢変更
用モータ２１Ａ，２１Ｂを回転駆動させると、各駆動部１０Ａ，１０Ｂがそれぞれローラ
姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂのモータ軸回りに回転する。これにより、駆動ローラ１
１Ａ，１１Ｂの姿勢は、図４に示すように、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの投影回転軸の軸
方向とワイヤーロープ１００の長手方向とのなす角度が約４５°となる傾斜状態の姿勢（
以下「傾斜姿勢」という。）となる。
【００３０】
　本実施形態において、２つの加圧回動部２０Ａ，２０Ｂの各ローラ姿勢変更用モータ２
１Ａ，２１Ｂは互いに同期している。具体的には、一方の駆動ローラ１１Ａの投影回転軸
と他方の駆動ローラ１１Ｂの投影回転軸との関係が、ワイヤーロープ１００に対して線対
称の関係となるように、各ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂが互いに同期している
。駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が図４に示すような傾斜姿勢である場合、ローラ駆動
用モータ１６Ａ，１６Ｂを回転駆動させて駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂがワイヤーロープ１
００の周面上を転がり移動すると、駆動装置１は、ワイヤーロープ１００の周囲を回転し
ながらワイヤーロープ１００の長手方向へ移動することになる。
【００３１】
　駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が図４に示すような傾斜姿勢である場合、図３に示す
ような直交姿勢である場合よりも、次のようなメリットがある。
　まず、駆動装置１をワイヤーロープ１００に沿って上昇させる際にローラ駆動用モータ
１６Ａ，１６Ｂに働く負荷トルクを軽減することができる。すなわち、図３に示すような
直交姿勢である場合、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂとワイヤーロープ１００との当接箇所に
おいて駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向（駆動ローラ回転方向）と重力方向とが一致す
る。そのため、駆動装置１の自重がそのまま駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向に作用し
、駆動装置１の上昇時に大きな負荷トルクを生じさせる。これに対し、図４に示すような
傾斜姿勢である場合、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂとワイヤーロープ１００との当接箇所に
おいて駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向（駆動ローラ回転方向）と重力方向とが一致し
ない。そのため、駆動装置１の自重の一部しか、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向に作
用しない。例えば、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの投影回転軸の軸方向とワイヤーロープ１
００の長手方向とのなす角度が４５°であれば、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向に作
用するのは、駆動装置１の自重の約０．７倍程度である。したがって、駆動装置１の上昇
時にローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂに働く負荷トルクを軽減することができる。
【００３２】
　また、駆動装置１をワイヤーロープ１００に沿って下降させる際に必要な制動力を軽減
することができる。すなわち、図３に示すような直交姿勢である場合、駆動装置１の自重
がそのまま駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向に作用するため、下降中の駆動装置１を制
動させる際には、駆動装置１の慣性だけでなく、駆動装置１の全自重にも抗する制動力が
必要になる。これに対し、図４に示すような傾斜姿勢である場合、駆動装置１の自重の一
部しか、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの周方向に作用しないので、下降中の駆動装置１を制
動させる際に必要となる制動力を軽減することができる。
【００３３】
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　また、本実施形態においては、ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの回転角度を回
転軸姿勢制御手段としての制御部２００によって制御することが可能である。すなわち、
ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの回転角度を制御して、駆動ローラ１１Ａ，１１
Ｂの投影回転軸の軸方向とワイヤーロープ１００の長手方向とのなす角度（以下「軸角度
」という。）が変わるように、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢を変更できる。駆動ロー
ラ１１Ａ，１１Ｂの軸角度が変わると、駆動装置１がワイヤーロープ１００の長手方向へ
移動する移動速度（上昇速度や下降速度）が変わる。したがって、ローラ姿勢変更用モー
タ２１Ａ，２１Ｂの回転角度を制御することにより、例えば、ローラ駆動用モータ１６Ａ
，１６Ｂの回転速度を変えることなく、駆動装置１の上昇速度をコントロールすることが
できる。また、例えば、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転速度を変えることなく
、あるいは、制動装置を使用することなく、若しくは、より小さな制動力で、駆動装置１
の下降速度をコントロールすることができる。
【００３４】
　また、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が傾斜姿勢である場合、駆動装置１の上昇時又
は下降時には、駆動装置１はワイヤーロープ１００の周囲を回転しながらワイヤーロープ
１００に沿って上昇又は下降することになる。このようにワイヤーロープ１００の回りを
駆動装置１が回転（自転）することにより、ジャイロ効果によって、ワイヤーロープ１０
０に対する駆動装置１の姿勢が安定するというメリットもある。
【００３５】
〔移動制御例１〕
　次に、駆動装置１の移動制御の一例（以下「移動制御例１」という。）について説明す
る。
　図５は、駆動装置１の移動制御に関わるブロック図である。
　図６は、駆動装置１を停止状態から上昇を開始させる始動期間における移動制御の一例
を示すフローチャートである。
　本実施形態において、駆動装置１の停止時には、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が、
駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの投影回転軸の軸方向とワイヤーロープ１００の長手方向とが
平行となる姿勢（以下「平行姿勢」という。）をとる。なお、駆動装置１の停止時におけ
る駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢は、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が０
°となる平行姿勢に限らず、傾斜姿勢であってもよい。ただし、駆動装置１の自重が駆動
ローラ１１Ａ，１１Ｂを回転させる力としてできるだけ作用しないようにすれば、停止中
に当該力に抗して駆動装置１を静止させておく力が少なくなる。よって、省エネルギー化
の観点から、停止時におけるローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度はできるだけ０
°に近いのが好ましい。
【００３６】
　このような停止状態において、制御部２００は、上昇命令を受けたら（Ｓ１）、まず、
ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂに回転速度指令を出力して、ローラ駆動用モータ１６
Ａ，１６Ｂの回転駆動を開始させる（Ｓ２）。これにより、平行状態の駆動ローラ１１Ａ
，１１Ｂが回転駆動し、駆動装置１は、ワイヤーロープ１００の長手方向における移動速
度がゼロのまま（すなわち上昇も下降もせずに）、ワイヤーロープ１００の周囲を回転（
自転）し始める。この始動の際、駆動装置１に働く慣性は大きいため、ローラ駆動用モー
タ１６Ａ，１６Ｂにはその慣性に応じた大きな負荷トルクが働くことになるが、駆動ロー
ラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が平行姿勢であるため、駆動装置１の自重が負荷トルクとして作
用することはない。したがって、図３に示した直交姿勢である場合よりも始動の際の負荷
トルクが軽減されており、より少ない駆動トルクで、スムーズな始動が可能となる。
【００３７】
　負荷トルクが軽減されているとはいえ、駆動装置１の慣性が大きいことから、駆動ロー
ラ１１Ａ，１１Ｂがワイヤーロープ１００の周面に対してスリップしないように、ローラ
駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂを徐々に加速させる加速プロファイルに従って、ローラ駆動
用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転駆動速度を制御するのが好ましい。そのため、制御部２０
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０は、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂのモータ回転情報（モータ回転速度等）を、そ
れぞれのモータ軸に取り付けられたエンコーダセンサ１８Ａ，１８Ｂによって検知し、検
知したモータ回転情報に基づいて、所定の加速プロファイルに従ってローラ駆動用モータ
１６Ａ，１６Ｂが徐々に加速するようにフィードバック制御する。
【００３８】
　制御部２００は、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転速度が目標速度に達したら
（Ｓ３）、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転速度を目標速度に維持する。そして
、制御部２００は、ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂに回転角度指令を出力して、
ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が９０°に近づく方向へ変化するように、ロ
ーラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの駆動を開始する（Ｓ４）。これにより、回転駆動
中の駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が平行姿勢から傾斜姿勢となる。その結果、駆動装
置１は、ワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）しつつ、ワイヤーロープ１００に沿
って上方への移動を開始する。
【００３９】
　制御部２００は、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が徐々に９０°に近づか
せる回転プロファイルに従って、ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの回転角度を制
御する。具体的には、制御部２００は、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度情報
を、それぞれエンコーダセンサ２７Ａ，２７Ｂによって検知し、検知した軸角度情報に基
づいて、所定の回転プロファイルに従ってローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの回転
角度が徐々に変化するようにフィードバック制御する。
【００４０】
　ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転速度が目標速度に維持されているため、ロー
ラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が９０°に近づくほど、駆動装置１の移動速度（
上昇速度）が増加する一方、ワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）する回転速度は
減少する。したがって、上述したようにローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの回転角
度を制御することで、駆動装置１の移動速度（上昇速度）を徐々に増加させることができ
る。そして、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が予め決められた規定角度にな
ったら（Ｓ５）、駆動装置１の移動速度（上昇速度）は、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１
６Ｂの回転速度（目標速度）とローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度（規定角度）
とによって決まる速度で一定となり、定速期間に移行する。
【００４１】
　ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が９０°に近づくほど、駆動装置１の自重
による負荷トルクが増えていくが、駆動装置１はすでにワイヤーロープ１００の周囲を高
速回転（自転）していることから、駆動装置１の慣性によって駆動装置１の自重による負
荷トルクが軽減される。よって、少ない負荷トルクで駆動装置１の移動速度（上昇速度）
を増速させることができる。
【００４２】
　本実施形態では、規定角度を９０°に設定しているので、始動期間から定速期間に移行
したら、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が図３に示したような直交姿勢をとり、駆動装
置１は、ワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）せずに、真っ直ぐワイヤーロープ１
００に沿って上昇する。なお、規定角度を９０°よりも小さい角度に設定し、定速期間中
も、駆動装置１がワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）しながらワイヤーロープ１
００を上昇するようにしてもよい。
【００４３】
〔移動制御例２〕
　次に、駆動装置１の移動制御の他の例（以下「移動制御例２」という。）について説明
する。
　図７は、下降中の駆動装置１を停止させる停止期間における移動制御の一例を示すフロ
ーチャートである。
　本実施形態において、下降中の駆動装置１では、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が図
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３に示したような直交姿勢をとる。制御部２００は、駆動装置１が下降しているときに停
止命令を受けたら（Ｓ１１）、まず、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂに回転速度指令
を出力して、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転を停止させる（Ｓ１２）。なお、
駆動装置１を下降させる際、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転を停止させたまま
、駆動装置１の自重だけで下降させる場合には、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回
転停止処理（Ｓ１２）は不要である。
【００４４】
　また、停止命令を受けた制御部２００は、ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂに回
転角度指令を出力して、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が０°に近づく方向
へ変化するように、ローラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの駆動を開始する（Ｓ１３）
。これにより、回転駆動中の駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が直交姿勢から傾斜姿勢と
なる。回転駆動中の駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの姿勢が傾斜姿勢になると、駆動装置１は
、ワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）し始める。また、これに伴い、駆動装置１
の移動速度（下降速度）が減少する。
【００４５】
　制御部２００は、エンコーダセンサ２７Ａ，２７Ｂの検知結果に基づき、ローラ駆動用
モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が徐々に０°に近づかせる回転プロファイルに従ってロー
ラ姿勢変更用モータ２１Ａ，２１Ｂの回転角度を制御する。このとき、ローラ駆動用モー
タ１６Ａ，１６Ｂの回転は停止しているため、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの負荷
が駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの回転負荷となり、制動力として作用する。ただし、下降中
の駆動装置１に働く慣性が大きく、また、駆動装置１の自重により駆動ローラ１１Ａ，１
１Ｂを加速させようとする力も働く。そのため、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸
角度が０°に近づくほど、駆動装置１の移動速度（下降速度）が減少する一方、ワイヤー
ロープ１００の周囲を回転（自転）する回転速度はしばらく増加することになる。
【００４６】
　ただし、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が更に０°に近づくほど、駆動装
置１の自重分の力（駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂを加速させようとする力）が小さくなるた
め、ワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）する回転速度もいずれ増加から減少に転
じる。そして、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が予め決められた規定角度に
なったら（Ｓ１４）、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が当該規定角度に維持
される。これにより、停止しているローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂによる駆動ローラ
１１Ａ，１１Ｂの回転負荷が制動力となって、いずれ、駆動装置１の移動速度（下降速度
）はゼロになり、かつ、駆動装置１がワイヤーロープ１００の周囲を回転（自転）する回
転速度もゼロになり、駆動装置１は静止して停止状態になる。
【００４７】
　本実施形態によれば、駆動装置１の移動速度（下降速度）を減少させて停止させるまで
の期間、駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂの軸角度が０°に近づくことで、駆動装置１の自重に
より駆動ローラ１１Ａ，１１Ｂを加速させようとする力が少なくなる。よって、駆動ロー
ラ１１Ａ，１１Ｂの軸角度が９０°のままローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転を減
速させる場合よりも、少ない制動力で駆動装置１を静止させることができる。このように
制動力が少なくて済む結果、停止しているローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの負荷によ
る制動力だけでも、駆動装置１を静止させることが可能である。
【００４８】
　なお、本実施形態においては、規定角度が０°に設定されているため、ローラ駆動用モ
ータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度が規定角度になった時点で、駆動装置１は、ワイヤーロープ
１００の長手方向における移動速度（下降速度）はゼロとなる。したがって、駆動装置１
の位置をワイヤーロープ１００上の長手方向における所定地点に停止させるだけであれば
、必ずしもローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転を停止させる必要はなく、ローラ駆
動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転を継続したままでもよい。特に、停止後に再び駆動装置
１を始動させる際には、停止時にローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの回転を継続したま
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まにすれば、再始動時にローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの立ち上げ時間が省略でき、
迅速な再始動が可能となる。
【００４９】
　以上の説明では、駆動装置１を停止状態から上昇を開始させる始動期間の移動制御例１
と、下降中の駆動装置１を停止させる停止期間の移動制御例２について説明したが、ロー
ラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を変更することによる駆動装置１の移動制御はこ
れに限られない。
【００５０】
　例えば、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を変更することで、駆動装置１の
移動速度（上昇速度や下降速度）を変更することが可能であることから、ローラ駆動用モ
ータ１６Ａ，１６Ｂの回転速度を変更することなく、あるいは、制動装置を使用すること
なく、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を制御して駆動装置１の移動速度をコ
ントロールすることが可能になる。
【００５１】
　また、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を制御して、駆動装置１がワイヤー
ロープ１００の周囲を回転（自転）する速度をコントロールすることができる。よって、
例えば、何らかの要因で駆動装置１の姿勢や挙動が不安定になったときに、ローラ駆動用
モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を０°に近づけてワイヤーロープ１００の周囲を回転（自
転）する駆動装置１の回転速度（自転速度）を高めることにより、ジャイロ効果を高めて
、駆動装置１の姿勢を安定化させるといった制御も可能である。
【００５２】
　なお、本実施形態における駆動装置１を搭載した昇降装置を、人や物を収容して搬送す
るエレベータ、高層ビル等の外壁面に沿って移動して清掃を行ったり損傷箇所を確認した
りするメンテナンス装置、スポーツ競技を撮像する移動式の撮像装置などに利用する場合
、駆動装置１がワイヤーロープ１００の周囲を回転しても、昇降装置本体はワイヤーロー
プ１００の周囲を回転しないように構成するのが好ましい。
【００５３】
　また、本実施形態では、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を可変とする構成
であったが、ローラ駆動用モータ１６Ａ，１６Ｂの軸角度を不変で、駆動ローラ１１Ａ，
１１Ｂの姿勢が傾斜姿勢で固定された構成であってもよい。
【符号の説明】
【００５４】
１　駆動装置
２Ａ　前面フレーム
２Ｂ　背面フレーム
１０Ａ，１０Ｂ　駆動部
１１Ａ，１１Ｂ　駆動ローラ
１２－１Ａ，１２－２Ａ，１２－１Ｂ，１２－２Ｂ　駆動部フレーム
１２－３Ａ，１２－３Ｂ　連結フレーム
１３Ａ，１３Ｂ　被駆動ギヤ
１４Ａ，１４Ｂ　駆動ギヤ
１５Ａ，１５Ｂ　動力伝達ベルト
１６Ａ，１６Ｂ　ローラ駆動用モータ
１７Ａ，１７Ｂ，１７Ｃ　従動ローラ対
１８Ａ，１８Ｂ　エンコーダセンサ
２０Ａ，２０Ｂ　加圧回動部
２１Ａ，２１Ｂ　ローラ姿勢変更用モータ
２２Ａ，２２Ｂ　モータハウジング
２３Ａ，２３Ｂ　スライド板
２４Ａ，２４Ｂ　圧縮スプリング
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２５Ａ，２５Ｂ　軸受部
２６Ａ，２６Ｂ　調整ネジ
２７Ａ，２７Ｂ　エンコーダセンサ
１００　ワイヤーロープ
２００　制御部

【図１】 【図２】
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